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はじめに

　自治体職員の仕事は、法令順守が大前提であることは言うまでもあり

ません。しかし残念ながら「不正経理」と指摘される報道は、後を絶ち

ません。

　労働災害の世界では、１件の労働災害が起こる裏側には 29 件の軽微

な災害があり、さらにその裏側には担当者がハッとする程度の軽微な災

害が 300 件存在する（ハインリッヒの法則）と言われます。私は、地

方自治体の不正経理の発覚も、同じような考え方が成り立つと考えてい

ます。

　これは推測になりますが、全国の地方自治体における会計管理者所管

の審査部門では、毎日持ち込まれる支出命令書のうち数％が、差し戻し

になっているのではないかと思います。この差し戻される理由は、法令

や条例、規則等の違反や、予算のルールに違反するというものなどがほ

とんどです。こうした実態がある地方自治体では、いつ不正経理問題が

発覚しても不思議はないということです。

　そもそも地方自治体のOA化が進み財務会計システムが普及した現在

では、良くも悪くも帳票類は自動計算され、きれいに印刷されてしまい

ます。したがって財務会計システムに入力をする時点で何らかの誤りが

あると、その後の決裁の過程で発見することは極めて難しくなります。

　本書は、自治体職員として理解しておくべき出納事務を実務のポ

イントごとにまとめてあります。また、自治体の職員が仕事をする

上で必要な条文を、予算、契約、出納事務を中心に掲載しています。

◇

◇
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　地方自治体の財務に潜む規定違反の事務をなくすには、一人ひとりの

職員が予算、契約、出納事務の正しい知識を持つこと以外に方法はあり

ません。ただしその知識は、実務に必要な範囲で良いと私は考えます。

　本書は、職員が仕事をする上で必要な条文を、予算、契約、出納事務

を中心に掲載しています。そして、「法は、行間を読め」と言われます

ので、読まれる方が行間を考えるための一助になるよう、実務面から見

た解説を加えています。本書が、正しい仕事を行うために考える際の参

考になれば、著者としてこの上ない幸せです。

� 2016 年１月　大崎　映二
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　自治体の仕事は、予算をはじめとして、財務全般に関連しながら行わ

れることは、あらためて言うまでもありません。

　たとえば公立の保育所を考えてみましょう。

　保育所を運営するには、保育活動に必要な多種多様な消耗品を調達（契

約事務）し、支払い（支出事務）が行われますし、保育所は園児が安全

に過ごせる施設であり続けなければなりません（施設管理事務）。また、

保育所の運営に係る費用の一部が保護者負担で賄われ（収入事務）、滞

納される保育料が存在する（債権管理事務）ことを考えれば、少なくと

も保育所の所長は「私は保育士だから、保育技術だけを知っていればよ

い」ということにはならないでしょう。しかし、保育所を管理監督する

所長が、施設運営全般に必要な知識を評価されて選任されるのかといえ

ば、現実には、保育士としての経験や能力のみを評価されて選ばれると

いうのが多くの自治体の実態でしょう。

　もちろん事務全般に対しては、保育課など事務部門に配置されている

職員がサポートしていますが、保育士の財務知識の不足が事務量を増加

させていることも少なくありません。

　こうした実態は、都市建設部門の技術者や保健衛生部門での保健師、

看護師という専門職の場合も同じです。特に係長職や課長職のような管

理的立場になった職員は、財務知識の不足が職責を果たす上での不安材

料になることも少なくありません。

職員には、なぜ財務の
知識が必要なのか1
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　さて、財務知識の不足という問題は、専門職に限られる問題でしょう

か。私は事務職も全く同じだと考えています。それはこれまで全国の自

治体が行ってきた研修を見れば明らかで、財政担当部署に配属されれば

予算決算に係る研修、出納会計担当は出納事務研修、契約担当は契約の

研修、財産管理担当は財産管理研修など、専門研修は整備されているも

のの、「職員が仕事を行う上で必要な」という研修目的で全職員を対象

に実施しているケースはほとんどありません。推測するに「そのレベル

は、自己研さん」という位置づけなのでしょうが、現実に不適正な事務

処理が事故になり事件に発展するケースが全国の自治体で後を絶たない

ことを考えれば、組織としてなんらかの対応が必要であることは言うま

でもないでしょう。

　前述の専門研修をすべて受講できる職員は、組織の中でも稀な存在で

す。しかし、予算やそれに伴う契約、公共施設にかかわって仕事をして

いる職員は、すべてと言っても大げさではありません。
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　１から 49 まで述べてきたとおり、自治体職員であれば職種、職位、

担当業務に関わらず、職員であるなら知っておくべき出納関連事務の知

識があります。そして仕事に必要な知識は、財務という広い範囲が必要

になります。

　自治体職員の仕事は公務であり、使用される財源は住民から強制力に

基づいて徴収された財源であることは、誰でも知っていることです。そ

してその財源は、法令等に基づいて取扱われることも知っているのです。

しかし、職員は本当に必要な知識を持っているのか。これには疑問があ

ると言わざるを得ません。なぜなら自治体の不正経理問題は、必ずどこ

かの自治体で発生しているからです。

　会計、出納部門で支出命令書の審査を行っている職員の皆さん、想像

してください。もしあなたが、その支出命令書の誤りに気が付かずに支

出をしたとしたら、それは不適正な支出となっていたということです。

それは１年間で何件になるでしょうか。会計管理者の審査を通じた最良

の状態は、審査担当の審査を全件の支出命令書が通過することです。こ

れは理想にしても、望むべくは審査担当の指摘事項が限りなく少なくな

ることです。それを実現するには、庁内全ての職員が、一定の知識を持

つこと以外にありません。

　さて、全ての職員が知識不足だとするなら、これは自治体組織の問題

と言えます。ここに対応しようとするのが研修です。地方公務員法は、

適正な会計処理を
継続するために50
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公務を行うに必要な職員の身分の安定を保証するという意義を持つ法律

です。この法律では、雇用者たる自治体に次のような義務を課していま

す。

地方公務員法

 　（研修）

第 39 条　職員には、その勤務能率の発揮及び増進のために、

研修を受ける機会が与えられなければならない。

２　前項の研修は、任命権者が行うものとする。

３　地方公共団体は、研修の目標、研修に関する計画の指針と

なるべき事項その他研修に関する基本的な方針を定めるもの

とする。

４　人事委員会は、研修に関する計画の立案その他研修の方法

について任命権者に勧告することができる。

　地方公務員法第 39 条第１項では、職員が適正な仕事をするための機

会を与えることになっています。そして自治体では、様々な研修を行っ

ていますが、少なくとも出納関連事務に関しては、先に記した会計・出

納部門の審査担当の状況を見れば、効果が出ているとは言い難いのでは

ないでしょうか。特に専門職職員の昇格は、専門職としての能力評価に

偏り、管理監督者として必須の出納関連事務の知識供給がおき去りに

なっている自治体が多いように思います。このような状況では、部下が

違法な支出負担行為（契約）を行っても、管理監督者のチェックで発見

することは不可能です。

　また職員の多くは、地域に貢献しようという意気込みをもって受験し、

合格して採用されます。彼らが、自らの仕事に真摯に向き合おうとして
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も、上司に出納関連事務の知識が不足していれば、彼らは上司の命令に

従って違法な事務に加担させられ、懲戒処分の対象にさせられてしまう

のです。

　人事研修担当者自身、出納関連事務は専門的知識であるという誤解を

持っている場合があります。このようなケースでは、財務の知識は会計

課、財政課、各課の庶務担当が知っていればよいという認識が多いよう

です。これで本当に良いのかどうかを考えてみる必要があるのではない

かと私は思います。なぜなら、住民やその代表である議員は、適正な会

計処理は、当たり前にできているという前提で行政を見ているからです。
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